
政策評価・独立行政法人評価委員会による「勧告の方向性」
（概要）

「平成22年度末に中期目標期間が終了する独立行政法人の
主要な事務及び事業の改廃に関する勧告の方向性について」

平成22年11月26日

【勧告の方向性とは】

中期目標の期間（３～５年）が終了する際、各主務大臣が組織・業務全般の見直しを行う仕組みとなっています。

その中で、総務省の政策評価・独立行政法人評価委員会（委員長：岡素之・住友商事（株）代表取締役会長、独

立行政法人評価分科会長：富田俊基・中央大学法学部教授）は、主務大臣が見直しを検討するに当たり、各法人

の主要な事務・事業の改廃について、「勧告の方向性」という形で指摘事項を取りまとめ、主務大臣に通知します。

本年は、平成22年度に中期目標期間が終了する42の独立行政法人を対象に指摘 （延べ485項目）を取りまとめて

います。

⇒ 見直しの具体例は１頁～３頁、法人別の主な指摘事項は４頁～15頁を参照。



１．見直しの具体例

（２） 法人の在り方を含む見直し

○ 酒類総合研究所（財務省）

・ 分析・鑑定業務の税務行政に直結する業務への重点化、品質評価業務及び講習業務の民間実施化等

・ 法人の在り方について、国の判断・責任の下での実施を含めて検討

○ 農業･食品産業技術総合研究機構､農業生物資源研究所､農業環境技術研究所､国際農林水産業研究センター（農林水産

省）

・ 研究成果の一層の向上や管理部門の一層の効率化等のため、事務・事業の一体的実施を含めて、組織の在り

方、業務の実施方法を抜本的見直し

○ 工業所有権情報・研修館（経済産業省）

・ 工業所有権情報普及業務の特許庁自らによる実施を含めた抜本的見直し、特許庁新システムの稼働に伴う特

許電子図書館業務の廃止

・ 法人の在り方について、国の判断・責任の下での実施を含めて検討

○ 駐留軍等労働者労務管理機構（防衛省）

・ 労務管理等業務の徹底効率化による大幅な要員縮減。併せて国自ら実施を含め、最適な業務実施体制を検討

など

共通的に以下の事項を指摘

○ 効率化目標の設定等 ○ 給与水準の適正化等 ○ 契約の点検・見直し

○ 保有資産の見直し ○ 内部統制の充実・強化 など

(１)  共通指摘事項

１



２

(３) 事務・事業の縮減等

○ 航空大学校（国土交通省）

・ 私立大学校等民間の航空機操縦士養成機関への訓練

ノウハウ等の技術支援を引き続き実施

○ 国立環境研究所（環境省）

・ 国内外における環境研究の中核的役割を担う研究機関

としての具体的責務及び戦略を中期目標に明記

・ エコチル調査について、医療等他分野の研究にも最大

限活用し得る仕組みを構築

など

(４) その他の事務・事業の見直し

○ 情報通信研究機構（総務省）

・ 産業界における実用化と国際標準化を意識した

国際競争力強化に向けた研究開発の取組

○ 放射線医学総合研究所（文部科学省）

・ 重粒子線がん治療推進のためのロードマップの策

定

○ 国立青少年教育振興機構（文部科学省）

・ 青少年交流の家・自然の家の自治体・民間等への

移管等に当たって厳格な進行管理を行い着実に推

進

○ 国立健康・栄養研究所(厚生労働省）

・ 健康増進法に基づく特別用途食品の試験につい

て、民間の登録試験機関を積極的に活用し、研究所

は検査方法の標準化、検査精度の維持・管理に重点

化

○ 農業・食品産業技術総合研究機構（農林水産省）

・ 農業者大学校については、定員の充足状況にか

んがみ、存廃を含めた評価を行うべきとの昨年の政

独委の二次評価を踏まえ、その在り方について抜

本的見直し

○ 自動車検査（国土交通省）

・ 民間参入の拡大による業務量の縮減等を踏まえ

た、要員配置の見直しや検査コース数の削減

など



(５) 事務所・保有資産の見直し

＜土地・建物等の国庫納付＞

○ 国立科学博物館(文部科学省） ・ 新宿分館

○ 物質・材料研究機構(文部科学省） ・ 目黒地区事務所

○ 日本貿易振興機構（経済産業省） ・ JETRO会館等

○ 土木研究所（国土交通省） ・ 別海実験場等

○ 国立環境研究所(環境省） ・ 生態系研究フィールドⅡ

○ 駐留軍等労働者労務管理機構（防衛省） ・ 旧コザ支部等

＜金融資産の国庫納付＞

○ 農業・食品産業技術総合研究機構（農林水産省）

・ ウルグアイ・ラウンド対策研究開発事業関連（約2億円）

○ 水産総合研究センター （農林水産省）

・ 海洋水産資源開発勘定の金融資産のうち、真に必要な緩

衝財源を除いた額

など

＜東京事務所等の見直し＞

○ 国立特別支援教育総合研究所（文部科学省）

○ 物質・材料研究機構(文部科学省）

○ 教員研修センター （文部科学省）

○ 農業･食品産業技術総合研究機構（農林水産省）

○ 森林総合研究所（農林水産省）

○ 経済産業研究所（経済産業省）

○ 自動車検査（国土交通省）・本部の移転検討

＜海外事務所の共用化の検討＞
○ 情報通信研究機構（総務省）

○ 日本貿易振興機構（経済産業省）

＜職員宿舎、宿泊施設等の廃止等＞

○ 農業生物資源研究所（農林水産省）

○ 森林総合研究所（農林水産省）

○ 日本貿易振興機構(経済産業省）

＜施設設備等の見直し＞
○ 国立女性教育会館（文部科学省）

今年度の見直しに当たっては、行政刷新会議における独立行政法人の事務・事

業の見直しの「基本方針」策定に当委員会の議論を活用できるよう、「勧告の方向

性」の審議を前倒しするなど、同会議に最大限の協力

２．行政刷新会議への協力

３



３．平成２２年度見直し対象法人の概要及び勧告の方向性の主な指摘事項 
 

主
務
省 

法 人 名 主 な 業 務 
常勤 
職員
数 

H22 予算 
( )はうち国の

財政支出額 
勧告の方向性の主な指摘事項 頁 

総
務
省 

情報通信研
究機構 

・情報の電磁的流通及び
電波の利用に関する技
術の調査、研究及び開
発 

・周波数標準値の設定、
標準電波の発射、標準
時の通報 

・高度通信・放送研究開
発を行う者に対する支援 

427
人 

475 
(341) 
億円 

1) 成果の早期発現による産業界における実用化支援や、国際標準化を意識した研究開発の
推進による技術力強化による国際競争力強化に向けた研究開発の取組。 

2) 研究開発課題の外部委託経費（平成 22 年度予算 62 億円）等の精査を行い、予算を縮減。 

3）民間基盤技術研究促進事業及び情報通信ベンチャーへの出資業務に係る繰越欠損金（そ
れぞれ平成 21 年度末約 562 億円、約 29 億円）の解消に向け、委託・出資対象事業の運営
改善に資する助言を積極的に実施。 

4）アジア研究連携センター、ワシントン事務所及びパリ事務所については、その必要性を
検討の上、事務所スペースの縮減、他法人等の事務所との共用化などによる経費削減。 

5）特許収入（平成 21 年度実績約 7.9 百万円）に比し権利維持費用（平成 21 年度実績約 33.9
百万円）が非常に高いことから、特許収入につながる可能性の判断の厳格化等による保有
コストの縮減、技術移転活動の活性化による実施許諾収入の拡大を図る。 

３ 

農
林
水
産
省 

農林水産消
費安全技術
センター（注
３） 
 

・ ＪＡＳ法等関係法令の
規定に基づく立入検査   

・ＪＡＳ規格又は品質表示
基準が定められた農林物
資の検査 

・肥料､農薬､飼料及び飼
料添加物並びに土壌改
良資材の検査 

667
人 

７５ 
(71) 
億円 

1) 食品表示監視業務の科学的検査を実施しているセンター等の配置人員の適正化。 

2) 国民生活センターの商品テスト事業の効果的かつ迅速な実施のため、技術的・専門的優
位性を踏まえた効果的な連携体制を構築。 

3）相談窓口業務については、企業等からの技術的な相談に特化する等、業務を縮減。 

4) 独法制度の全体の見直しの議論を踏まえ、役職員の身分の在り方を改めて検証。 

 73 

 
種苗管理セ
ンター 

・植物新品種の知的財産
権（育成者権）の付与の
可否を国が判定する際に
必要な栽培試験 

・種苗購入者の適切な選
択に資するための表示検
査･品質検査 

・病害虫のまん延防止の
ための健全無病なばれ

305
人 

34 
(28) 
億円 

1) 品種保護Ｇメンの海外派遣は効果的なものに限定。 

2) 種苗検査業務については、実験室における品質検査を本所にすべて集約化することを踏
まえて配置人員を適正化。 

3）余剰原原種等の一般種いも等としての販売（余剰原原種等生産量の 13％）を増加し、自
己収入の拡大を図る。また、でん粉用の余剰原原種等の加工業者への販売は一般競争入札
などにより実施。 

 77 

４ 



主
務
省 

法 人 名 主 な 業 務 
常勤 
職員
数 

H22 予算 
( )はうち国の

財政支出額 
勧告の方向性の主な指摘事項 頁 

いしょ及びさとうきびの原
原種(元だね)の一元供給 

 
家畜改良セ
ンター 

・家畜の改良及び増殖並
びに飼養管理の改善 

・飼料作物の増殖に必要
な種苗の生産及び配布 

852
人  

93 
(81) 
億円  

1) 家畜の改良・増殖業務について、都道府県・民間では取り組み難い新たな育種改良技術
と保有する多様な系統を活用した家畜改良の素材となる種畜の供給に重点化し、事業規模
をスリム化。 

2) 飼料作物に係る種苗の生産・配布等業務について特定の団体が配布を受けている状況に
あることから、競争性のある手続を経て配布。 

3) 種畜検査業務の都道府県への移管については、コストの事前検証と責任の明確化を前提
に、都道府県の意見を聴きつつ、移管を推進。 

4) 調査研究業務については、本法人が実施する家畜の改良や作物増殖に応用できる技術の
開発に重点化し、他の研究機関との役割分担を明確にした上で研究課題の重複を排除。 

5) 土地や建物等の資産を貸し付ける際には（（社）ジャパンケネルクラブ、（社）家畜改良
事業団）、家畜改良センターの事務及び事業の遂行上その必要性が認められるもの、又は、
公共的又は公益的な見地から土地・建物等の利用が必要不可欠なものに限定し、貸付けに
当たっては正当な対価を徴収。 

81 

 水産大学校 ・水産に関する学理及び
技術の教授及び研究 

185
人 

29 
(21) 
億円  

1) 水産大学校が行っている水産に関する学理及び技術の教授及び研究については、国立大
学法人との連携強化による教育効果の向上を図るなど、水産業を担う人材の育成教育の効
果的・効率的な在り方について検討。 

87 

 
農業環境技
術研究所 

・農業生産の対象となる
生物の生育環境に関す
る技術上の基礎的な調
査及び研究 

171
人 

42 
(33) 
億円 

1) 農業・食品産業技術総合研究機構、農業生物資源研究所、農業環境技術研究所及び国際
農林水産業研究センターについては、研究課題の成果の一層の向上等シナジー効果の発現
や管理部門の一層の効率化の推進等のため、事務及び事業の一体的実施を含めて、その在
り方や業務の実施方法について抜本的見直し（以下「農業関係４研究開発法人の抜本的見
直し」という。） 

（農業・食品産業技術総合研究機構、農業生物資源研究所、農業環境技術研究所及び国際農
林水産業研究センター共通事項） 

 91 

 

 
農業 ・食品
産業技術総
合研究機構 

・農業及び食品産業に関
する技術の総合的な試
験研究 

・農業、食品産業等に関
する試験研究の委託とそ
の成果の普及 

・農業機械の改良に関す

2,909
人  

581 
(486) 
億円  

1）農業関係４研究開発法人の抜本的見直し 

2) 農業・農村の多面的機能関係の研究（農村地域の活力向上のための地域マネジメント手
法の開発、地域資源を活用した豊かな農村環境の形成・管理技術の開発及び農業・農村の
持つやすらぎ機能や教育機能等の社会学的解明）については、農業政策上の喫緊の重要課
題ではなく、継続する緊急性、必要性はないことから平成 22 年度限りで廃止。 

3) 近代的な農業経営に関する学理及び技術の教授業務（平成 22 年度予算額 2.7 億円）につ
いては、農業者大学校の定員の充足状況にかんがみ、また、存廃を含めた評価を行うべき

91 

５ 



主
務
省 

法 人 名 主 な 業 務 
常勤 
職員
数 

H22 予算 
( )はうち国の

財政支出額 
勧告の方向性の主な指摘事項 頁 

る試験研究 

・近代的な農業経営に関
する学理と技術の教授 

との昨年の政独委の二次評価等を踏まえ、その在り方について抜本的見直し。 

4) 民間研究促進業務（平成 23 年度予算要求額 26 億円）については、平成 22 年度中に売上
納付を予定している企業があるものの、繰越欠損金（平成 21 年度末約▲19 億円）の状況
等にかんがみ、23 年度から新規案件の募集・採択を停止し、次期中期目標期間中にあって
は、既存採択案件について確実な売上納付を促進すること等を検討。 

5) 基礎的研究業務（平成 23 年度予算要求額約 60 億円）のうち競争的資金業務については、
自己への資金配分が可能となっていることから抜本的見直し。また、実施主体については、
今後、国又は他の専門的機関等への一元化の検討。 

6) 基礎的研究業務のうちウルグアイ・ラウンド対策研究開発事業の成果普及事業について
は、開始から 10 年が経過し、いまだ普及に至っていない成果の多くが既に陳腐化しており
事業化が見込めないことから平成 22 年度限りで廃止し、保有資産（約２億円）を国庫納付。 

7) 東京事務所及び東京リエゾンオフィスについては、本部を含め移転先を検討し、平成 23
年度中に東京 23 区外へ移転。 

 
農業生物資
源研究所 

・生物資源の農業上の開
発及び利用に関する技
術上の基礎的な調査及
び研究 

381
人 

120 
(72) 
億円 

1) 農業関係４研究開発法人の抜本的見直し。 

2) 放射線育種場の寄宿舎については利用率が低下していることから廃止。 

3）放射線育種場の依頼照射手数料については、独法及び国立大学法人の手数料の有料化を
検討。 

91 

 

国際農林水
産業研究セ
ンター 
 

・熱帯、亜熱帯地域、そ
の他開発途上にある海
外の地域における農林
水産業に関する技術上
の試験及び研究 

187
人 

40 
(38) 
億円 

1) 農業関係４研究開発法人の抜本的見直し 

2) オープンラボ施設「島嶼環境技術開発棟」について、利用促進。 

 91 

 
森林総合研
究所 

・森林及び林業に関する
総合的な試験及び研究 

・林木の優良な種苗の生
産及び配布 

・水源をかん養するため
の森林の造成に係る事
業の実施 

・農用地及び土地改良施
設等の整備 

1,268
人 

746 
(436) 
億円 

1) 森林・林業分野の試験及び研究業務については、森林・林業政策上の優先事項を踏まえ
て、社会ニーズの把握や成果の社会還元を重視しつつ、研究課題を重点化。 

2) 研究課題の重点化を踏まえ、「森林の保健・レクリエーション機能等の活用技術の開発」
の研究については、平成 22 年度限りで廃止。 

3) 森林・林業分野の温室効果ガスの影響効果、温室効果ガス削減効果等の地球温暖化対策
に向けた研究については、他の研究機関の研究課題との重複の排除を図りつつ、連携を強
化。  

4) 水源林造成事業においては、分収造林契約に基づく将来の造林木販売収入を適切に見積
るなど、事業の収支バランスに係る試算を不断に見直すとともに、森林施業のコストの削

101 

６ 



主
務
省 

法 人 名 主 な 業 務 
常勤 
職員
数 

H22 予算 
( )はうち国の

財政支出額 
勧告の方向性の主な指摘事項 頁 

減に向けた取組を徹底。 

5) 森林農地整備センター本部（川崎市）及び関東整備局（港区）については、本法人本所
（つくば市）との統合を含め、移転・共用化を検討した上で実施。 

6) 水源林造成事業については、将来の実施主体の検討を早急に進め、結論を得る。 

7) 職員宿舎８号（杉並区）、成宗分室（杉並区）及び職員共同住宅（盛岡市）については、
国へ返納又は売却。 

 
水産総合研
究センター 

・水産に関する技術の向
上に寄与するための総合
的な試験及び研究  

・さけ類及びます類のふ
化及び放流（個体群の維
持のために必要なもの） 

・海洋水産資源の開発及
び利用の合理化のため
の調査 

958
人 

272 
(192) 
億円 

1) 試験研究・技術開発業務については、都道府県、民間企業、大学等との役割分担を踏ま
え、一層の重点化。 

2）「漁業・漁村が持つアメニティや自然環境保全等の多面的機能の評価手法の開発、多面的
機能の向上手法の研究」については、試験研究の重点化の観点から廃止。 

3）海洋水産資源開発勘定の金融資産約 21 億円のうち、真に必要な緩衝財源（約 10 億円）
を除いて国庫納付。 

107 

財
務
省 

酒類総合研
究所 

・酒類の高度な分析･鑑
定（これらに伴う手法の開
発を含む） 

・酒類の品質に関する評
価 

・酒類及び酒類業に関す
る講習 

・酒類及び酒類業に関す
る研究・調査 

46人 
11 

(11) 
億円 

1) 分析・鑑定業務については、国税庁の税務行政に直結する業務に、より重点化。 

2) 研究・調査業務については、行政ニーズに更に直結した分析・鑑定業務の理論的裏付け
となる研究や分析手法の開発に特化。 

3) 品質評価業務及び講習業務については、民間による単独実施又は共催化。共催化できな
いものは、廃止。 

4) 法人の在り方については、国の判断・責任の下で実施することを含めて検討。 

11 

経
済
産
業
省 

経済産業研
究所 

・内外の経済及び産業に
関する事情並びに経済
産業政策に関する政策
研究 

44人 
16 

(15) 
億円 

1) 法人のミッションを実現する上で次期中期目標期間中に達成すべき水準を客観的かつ定
量的に定め、次の経済産業政策に資する政策研究にリソースをより重点的に投入。 

2) 毎年度、運営費交付金債務残高が発生（平成 18 年度～21 年度：4.3 億円）しており、予
算規模を適正な水準まで縮小するとともに、研究プロジェクトの進行管理を厳格化。 

3) 分室については、廃止又は規模の縮減。(４割を超える減) 
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常勤 
職員
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H22 予算 
( )はうち国の

財政支出額 
勧告の方向性の主な指摘事項 頁 

 
工業所有権
情報 ・研修
館 

・発明、実用新案、意匠
及び商標に関する公報、
見本並びにひな形を収
集し、保管し、陳列し、並
びにこれらを閲覧又は観
覧 

・工業所有権の流通促進
をはかるため必要な情報
の収集・整理及び提供 

・特許庁の職員その他の
工業所有権に関する事
業に従事する者に対する
研修 

100
人 

129 
(128) 
億円 

1) ①特許庁の審査・審判業務に必要な図書等を収集する審査・審判関係図書等整備業務、
②委託を受けた関連公益法人が実施している和文・英文抄録の作成等を行う工業所有権情
報普及業務については、特許庁自ら実施することを含め、抜本的に見直し。 

2) 特許庁業務・システム最適化計画に基づく新システムの稼働に伴い、一部の業務が廃止
されることを踏まえ、計画的に組織・人員の削減等を実施。 

3) 特許庁職員に対する研修は、特許庁自ら実施することを含め、抜本的に見直し。 

4) 法人の在り方については、独法の形態で行うことが真に必要かつ効率的かについて、国
の判断・責任の下で実施することを含めて検討し、抜本的に見直し。 

119 

 
製品評価技
術基盤機構
（注３） 

・工業製品その他の物資
に関する技術上の評価 

・工業製品その他の物資
に関する試験・分析・検
査等を行う事業者の技術
的能力の評価 

・工業製品その他の物資
の品質に関する技術上
の情報収集・評価・整理
及び提供 

396
人 

84 
(72) 
億円 

1) 生活安全分野、化学物質管理分野、バイオテクノロジー分野及び適合性認定分野の業務
を一体的に実施することの必要性等については、国民に分かりやすい形で明示。 

2) 法人の技術的・専門的優位性も踏まえ、国民生活センターとの間において、効果的かつ
効率的な連携体制を構築。その際、他の独法等との関係にも留意。 

3) 電気工事士及びガス消費機器設置工事監督者の講習業務の廃止。 

4) 当法人の特許微生物寄託センターと産業技術総合研究所の特許生物寄託センターについ
ては、一元化。 

5) 独法制度の全体の見直しの議論を踏まえ、法人の業務及び役職員の身分の在り方を改め
て検証。 

125 

 
日本貿易振
興機構 
 

・対日投資拡大 

・我が国中小企業等の国
際 ビ ジ ネ ス 支 援 （ 知

財保護等の現地活動支援や

農産品等の輸出促進等） 

・開発途上国との貿易取
引拡大（EPA、WTO の推
進等） 

・海外調査・開発途上国

1,543 
人 

378 
(273) 
億円 

1) 日本企業の海外展開支援については、海外ネットワークを有効活用した基盤的な事業に
重点化。 

2) 対日投資ビジネスサポートセンターについては、その規模について見直しを行い、効率
化を図った上で、入居率が改善しないものは廃止。 

3) アジア経済研究所については、日本貿易振興機構との統合によるシナジー効果を検証し
つつ、両者の業務を効率化。 

4) 国内事務所(36 か所)及び海外事務所(72 か所)については、設置の必要性等を検証し、他
法人との共用化等の可能性について検討。 

5) 保有資産等(ジェトロ会館、宿舎等)については、国庫納付や集約化等を図る。 
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経済研究、情報提供、海
外へのメッセージ発信 

環
境
省 

国立環境研
究所 

・環境の保全に関する
調査及び研究 

・環境の保全に関する
国内及び国外の情報の
収集、整理及び提供 

240 
165 

(128) 

1) 次期中期目標においては、環境政策への貢献と国内外における環境研究の中核的役割を
担う研究機関として、具体的責務及び戦略を明記。 

2) 地球温暖化対策研究については、森林総合研究所等関連する研究を行う他の機関との研
究課題の重複を排除しつつ、連携を強化。 

3) エコチル調査により得られたデータ等については、医療等他分野の研究にも最大限活用
し得るよう仕組みを構築。 

4) 生態系研究フィールドⅡについては、研究終了後(平成 27 年度)速やかに国庫納付。(平
成 21 年度簿価：18 億円) 

187 

文 
部
科
学
省 

国立特別支
援教育総合
研究所 

・特別支援教育に関する
研究のうち実際的な研究
を総合的に実施 

・特別支援教育関係職
員に対する専門的・技術
的な研修 

72人 
12 

(12) 
億円 

1) 特別支援教育に関する研究については、特別支援教育のナショナルセンターとしての役
割を踏まえた、先導的な指導方法の開発に係る研究など国の政策的課題や教育現場の課題
に対応した実際的な研究に一層の精選、重点化。 

2) 特別支援教育研究研修員制度については、参加者数が少ないことや参加都道府県に偏り
がみられることから、研修効果を全国に効果的に還元する観点から、その在り方を含め見
直し。 

3） リエゾンオフィス（芝浦）は廃止し、借上面積を大幅に縮減した上で他法人施設へ集約。
（平成 21 年度賃借料約 2 百万円） 

17 

 
大学入試セ
ンター 

・センター試験に関
する問題作成･採点その
他一括して処理すること
が適当な業務 

99人 
108 
(1) 

億円 

1) 大学入試センター研究者が行う調査研究については、大学入試センター試験の実施や大
学入学者選抜方法の改善に係る調査研究に集中・特化。 

2) 法科大学院適性試験の終了やハートシステム、ガイドブックによる進学情報の提供事業
の廃止に伴う要員の合理化。 

21 

 
国立青少年
教育振興機
構 

・我が国の青少年教育の

ナショナルセンターとして、

青少年教育指導者等の研

修事業や、国の政策課題

や喫緊の青少年教育の課

題に対応した先導的・モデ

ル的な体験活動事業等を

実施 

540
人 

161 
(100) 
億円 

1) 地方 27 施設の自治体・民間への移管等について、具体的な数値目標や時期及び方法を定
めた行程表の作成に取り組むとともに、移管が整わなかった場合の対応を明らかにするな
ど、厳格な進行管理を行い着実に推進。 

2) 地方 27 施設が自治体・民間へ移管等されるまでの間にあっても、企画事業については、
国の政策課題に対応した、公立施設等において活用される先導的・モデル的体験活動事業
等に厳選・特化。 

3) 地方 27 施設が自治体・民間へ移管等されるまでの間にあっても、自己収入の確保及び受
益者負担の観点から、各種施設の利用料金、活動プログラムに係る費用等の設定を見直し。 

25 
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常勤 
職員
数 

H22 予算 
( )はうち国の

財政支出額 
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国立女性教
育会館 

・基幹的女性教育指導
者等に対する研修及び
研修のための施設の設置 

・女性教育・男女共同参
画に関する専門的な調
査及び研究 

・女性教育・男女共同参
画に関する情報及び資
料の収集及び提供 

・女性教育・男女共同参
画に関する国際協力･連
携に資する研修、調査研
究の実施 

24人 
24 
(6) 

億円 

1) 研修事業については、研修効果を全国に効果的に還元するため、研修の対象者や課題等
を厳選するとともに、研修効果の普及状況を的確に把握し研修事業に反映。 

2) 同会館の施設設備等について、研修に真に必要な施設への限定及び維持管理費の縮減の
観点から見直し、供用廃止等必要な措置を講ずるとともに、不要な敷地は埼玉県に返却す
ることにより土地借料を削減。（平成 21 年度借地料約 42 百万円の一部） 

 

29 

 
国立科学博
物館 

・博物館の設置 

・自然史に関する科学そ
の他の自然科学及びそ
の応用に関する調査研
究 

・自然史に関する科学そ
の他の自然科学及びそ
の応用に関する資料収
集、保管、公衆への観
覧、教育普及事業 

129
人 

34 
(30) 
億円 

1) 経常研究について、研究テーマの選定、進捗状況の把握や研究成果の評価の各段階にお
いて国立科学博物館のミッションを的確に踏まえたものとなるよう外部研究者を交えた評
価を行うなど、組織的ガバナンスを強化。 

2) 新宿分館の研究業務等の筑波地区への移転に伴う新宿分館地区の土地処分及び産業技術
史資料情報センターの筑波地区への移転に伴う同センター設置場所に係る賃貸借契約の解
消を早期に実施。（新宿分館の土地・建物：平成 21 年度簿価約 50 億円、センター賃借料：
21 年度約 18 百万円） 

33 

 
物質 ・材料
研究機構 

・物質・材料科学技術に
関する基礎研究及び基
盤的研究開発 

920
人 

166 
(156) 
億円 

1) 目黒地区事務所を廃止するとともに、跡地を国庫納付し、事務職員を合理化。（平成 21
年度簿価 24.8 億円（土地）） 

2) 東京会議室（虎ノ門）は廃止し、借上面積を大幅に縮減した上で他法人施設へ集約する
とともに、要員を合理化。 

3) 研究領域及びプロジェクトの重点化に伴う組織体制の見直しに当たって、事務職員の配
置を見直すとともに、要員を合理化。 

37 
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防災科学技
術研究所 

・防災科学技術に関する
基礎研究及び基盤的研
究開発 

194
人 

105 
(80) 
億円 

1) 防災科学技術研究の効率的・効果的な推進、成果の普及、他機関等との役割分担の明確
化、研究内容の重複排除を図るため、①研究課題・テーマの選定や実施に当たっての事前
調整、共同研究を含む連携の強化、②知的財産の活用戦略・方針の策定などを措置。 

2) 実大三次元震動破壊実験施設（E-ディフェンス）を始めとする施設及び設備について、
外部利用の更なる拡大を推進。 

3) 地震防災研究フロンティア研究センターの研究成果をつくば本所に移管し、同センター
を廃止するとともに、事務職員を合理化。（平成 21 年度賃借料 12 百万円／年） 

4) 研究領域の見直しに伴う組織体制の見直しに当たっては、研究各部・センターの事務職
員の配置を見直し、データ入力などの業務について非常勤化するなどにより、要員を合理
化。 

41 

 
放射線医学
総合研究所 

・放射線の人体への影
響、放射線による人体の
障害の予防、診断及び
治療並びに放射線の医
学的利用に関する研究
開発 

483
人 

145 
(121) 
億円 

1) 重粒子線がん治療について、国内外への早期普及を図るため、短期的、中長期的な課題
や関係機関との相互協力の在り方等の全体像を明らかにした上で、研究所としての具体的
かつ戦略的なロードマップを策定。 

2) 那珂湊支所の平成 22 年度末の廃止に伴う事務職員の合理化を含め、研究部門の事務職員
について、各センターの業務の特性、業務量、常勤職員と非常勤職員の業務分担等を踏ま
え、更なる合理化。 

3) 研究施設等整備利用長期計画について、経費の縮減等を図る観点から、不要不急な施設
の建設は行わないよう計画全体を見直し。 

45 

 国立美術館 

・美術館の設置 

・美術に関する作品その
他の資料の収集・保管・
公衆への観覧 

119
人 

136 
(126) 
億円 

1) 教育普及事業として公私立美術館の学芸担当職員を対象に実施しているキュレーター研
修について、低調な参加実績を踏まえ、ナショナルセンターとして国立美術館が有する専
門知識や技術を全国に普及していくための研修となるようその在り方を見直し。 

49 

 
国立文化財
機構 

・博物館の設置 

・文化財の収集・保管・公
衆への観覧 

・文化財に関する調査及
び研究 

347
人 

133 
(122) 
億円 

1) 一般管理業務について、効率的な運営を確保する観点から、公用車の運転業務など外部
委託できる業務の精査を引き続き行い、計画的にアウトソーシング。 

 

53 

 
教員研修セ
ンター 

・学校教育関係職員に対
する研修 

・学校教育関係職員に対
する研修に関する指導、

42人 
15 

(14) 
億円 

1) 学校管理研修について、国の教育政策上真に必要な研修に厳選、特化し、都道府県ごと
の参加者に著しい差のある研修については国が行う研修としての妥当性を検証し、規模、
方法の適正化を図り、廃止を含めた研修の在り方を見直し。 

57 

11 



主
務
省 

法 人 名 主 な 業 務 
常勤 
職員
数 

H22 予算 
( )はうち国の

財政支出額 
勧告の方向性の主な指摘事項 頁 

助言及び援助 2) 喫緊の重要課題研修について、研修内容を不断に見直し都道府県ごとの参加者に著しい
差のある研修については国が行う研修としての妥当性を検証し、規模、方法の適正化を図
り、廃止を含めた研修の在り方を見直し。 

3) 東京事務所（虎ノ門）は廃止し、借上面積を大幅に縮減した上で他法人施設へ集約。 

国
土
交
通
省 

土木研究所 
 

・土木技術に関する調
査、試験、研究及び開発
を行うこと 

・土木技術に関する指導
及び成果の普及を図るこ
と 

480
人  

125 
(96) 
億円 

1) 基準策定関連等の研究に重点化。なお、国土交通省所管の独法及び関連研究機関の業務
について、その在り方を検討。 

2) 関連研究機関が実施している研究内容等を把握し、知見・技術の活用、研究内容の重複
等について事前に検証した上で、関連研究機関との連携強化を図るなどにより、研究業務
を効率的かつ効果的に実施。 

3）北海道開発局から移管された寒地技術推進室については、業務運営の効率化の観点等か
ら更なる集約化。 

4）土木研究所が保有する別海実験場及び湧別実験場については、平成 23 年度に廃止し、国
庫に納付。朝霧環境材料観測施設については、21 年度に一部廃止したところであるが、23
年度に国庫に納付。 

141 

 
建築研究所 
 
 

・建築・都市計画技術に
関する調査、試験、研究
及び開発業務 

・建築・都市計画に関す
る指導、成果普及業務 

87人 
22 

(20) 
億円 

1) 民間では実施できない研究及び基準策定関連等の研究に重点化。なお、国土交通省所管
の独法及び関連研究機関の業務について、その在り方を検討。 

2) 関連研究機関が実施している研究内容等を把握し、知見・技術の活用、研究内容の重複
等について事前に検証した上で、関連研究機関との連携強化を図るなどにより、研究業務
を効率的かつ効果的に実施。また、国際地震工学研修についても、途上国支援としての研
修効果を定量的に明らかにした上で効率的・効果的に実施。 

3）知的財産権の管理及び審査に当たっては、客観性、公益性の確保に努める。 

145 

 
交通安全環
境研究所 

運輸技術のうち陸上運送
及び航空運送に関する
安全の確保、環境の保
全及び燃料資源の有効
な利用の確保に係るもの
に関する試験、調査、研
究及び開発を行うこと 

97人 
28 

(19) 
億円 

1) 国が実施する関連行政施策の立案や技術基準策定関連等の研究など、真に必要なものに
重点化。なお、国土交通省所管の独法及び関連研究機関の業務について、その在り方を検
討。 

2) 民間の関連研究機関等との連携について、知見・技術の活用や人的交流を積極的に行う
など、技術基準の策定等を行っている独立行政法人としての中立性に留意しつつ、連携を
強化。 

3) 自動車アセスメント事業の当研究所への移管に当たっては、事業全体の効率化、トータ
ルコスト削減につながる実施手法・体制を検討。また、検討に当たっては、事業移管によ
る定量的な経費削減効果を明示。 

4) 自動車審査業務及びリコール技術検証業務の見直しに当たっては、既存の資源を活用す
るなど、業務の効率化を見据えた業務実施体制を検討。 

149 
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常勤 
職員
数 

H22 予算 
( )はうち国の
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勧告の方向性の主な指摘事項 頁 

 
海上技術安
全研究所 

船舶に係る技術並びに
当該技術を活用した海
洋の利用及び海洋汚染
の防止に係る技術に関
する調査、研究及び開発
を行うこと 

220
人 

39 
(33) 
億円 

1) 国が実施する関連行政施策の立案や技術基準策定関連等の研究など、真に必要なものに
重点化。なお、国土交通省所管の独法及び関連研究機関の業務について、その在り方を検
討。 

2) 関連研究機関が実施している研究内容等を把握し、知見・技術の活用、研究内容の重複
等について事前に検証した上で、関連研究機関との連携強化を図るなどにより、研究業務
を効率的かつ効果的に実施。 

3) 特許等の知的財産権について、実施料の算定が適切なものとなっているか検証した上で、
必要に応じて見直しを行い、自己収入を拡大。 

4) 大阪支所については、地方公共団体等による中小企業支援策が実施されていることを踏
まえ、地方公共団体等への業務の移管を含め、大阪支所の在り方について抜本的に見直し。 

153 

 

 
港湾空港技
術研究所 

・港湾及び空港の整備等
に関する調査、研究及び
技術の開発等を行うこと 

・港湾及び空港の整備等
の業務に係る技術の指
導及び成果の普及を行う
こと 

104
人 

28 
(15) 
億円 

1) 港湾及び空港の整備等に関する基礎的な調査、研究及び技術の開発など、真に必要なも
のに重点化。なお、国土交通省所管の独法及び関連研究機関の業務について、その在り方
を検討。 

2) 関連研究機関が実施している研究内容等を把握し、知見・技術の活用、研究内容の重複
等について事前に検証した上で、関連研究機関との連携強化を図るなどにより、研究業務
を効率的かつ効果的に実施。 

157 

 
電子航法研
究所 

・電子航法に関する試
験、調査、研究及び開発
を行うこと 

・電子航法に関する業務
に係る成果を普及するこ
と 

60人 
22 

(17) 
億円 

1) 国が実施する関連行政施策の立案や技術基準策定関連等の研究など、真に必要なものに
重点化。なお、国土交通省所管の独法及び関連研究機関の業務について、その在り方を検
討。 

2) 関連研究機関が実施している研究内容等を把握し、知見・技術の活用、研究内容の重複
等について事前に検証した上で、関連研究機関との連携を強化。また、航空交通量の伸び
が大きいと予測されるアジア太平洋地域との航空管制機関及び研究開発機関等との連携に
ついては、積極的に技術交流を推進。 

161 

 航海訓練所 

商船に関する学部を置く
国立大学、商船に関する
学科を置く国立高等専門
学校及び独立行政法人
海技教育機構の学生及
び生徒その他これらに準
ずる者として国土交通大
臣が指定する者に対し、
航海訓練を行うこと 

433
人 

61 
(60) 
億円 

1) 航海訓練所の練習船「大成丸」の代替に当たっては、燃費効率の高い船舶を導入するな
どにより燃料費等運航経費を縮減。また、練習船隊の要員を縮減。 

2) 訓練受託費の段階的な引き上げ、運航実務研修費用の見直し、教科参考資料の市販等に
より自己収入を拡大。また、船員の供給を受ける内航海運会社についても、受益者負担を
求めることを検討。 

3) 船員教育の質の向上や効率的な教育の実施を図るため、乗船実習を行う航海訓練所、座
学を行う船員教育機関 15 校及び民間海運会社の間で人事交流を含めた連携を強化。 

165 
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海技教育機
構 

・船員に対し船舶の運航
に関する学術及び技能
を教授すること 

・船舶の運航に関する高
度な学術及び技能に関
する研究を行うこと 

201
人 

28 
(26) 
億円 

1) 教育管理業務に情報通信技術を活用することにより、教育管理業務の効率化を図り、要
員の合理化を推進。 

2) 海上技術学校及び海上技術短期大学校の授業料について、段階的に引き上げることによ
り自己収入を拡大。 

また、海技大学校が行う船舶運航実務課程の講習の実施に当たっては、講習に要した費用
負担の拡大を海運会社、受講者に確実に求める。 

3) 船員教育の質の向上や効率的な教育の実施を図るため、乗船実習を行う航海訓練所、座
学を行う船員教育機関 15 校及び民間海運会社の間で人事交流を含めた連携を強化。 

169 

 航空大学校 

航空機の操縦に関する
学科及び技能を教授し、
航空機の操縦に従事す
る者を養成すること 

116
人 

29 
(28) 
億円 

1) 私立大学等民間の航空機操縦士養成機関が安定的な操縦士の供給源の一つとなるよう、
訓練ノウハウの提供等引き続き技術支援を実施。 

2) 独法化以降に航空大学校の卒業生の採用実績のある国内航空会社間の負担が公平となる
ような仕組みを導入。また、新たな航空会社の受益者負担の導入に当たっては、適正な額
となるよう具体的な負担の程度を検討。 

173 

 自動車検査 
自動車が保安基準に適
合するかどうかの審査を
行うこと 

850
人 

131 
(40) 
億円 

1) 「３次元測定・画像取得装置」及び「自動車審査高度化施設」の導入・運用を内容とす
る「検査の高度化」については、その効果について定量的に検証し、公表するとともに、
引き続き業務運営を効率化。 

2) 指定整備率の向上や法人の業務の重点化等による今後の継続検査に関する業務量の縮減
状況を踏まえ、検査コース数の削減、継続検査業務に従事する職員を中心とする人員削減
を含めた要員配置の見直し、事務所等の集約・統合化を検討。 

3) 経費削減の観点から、主たる事務所（本部）について東京都 23 区を除く地域への移転を
早急に検討し、平成 23 年度中に結論を得る。 

177 

 
海上災害防
止センター 

・海上保安庁長官の指示に
より排出油等の防除のため
の措置を実施し、当該措置
に要した費用を徴収するこ
と 

・船舶所有者その他の者の
委託により、排出油等の防
除、消防船による消火及び
延焼の防止その他海上防
災のための措置を実施する
こと 

29人  
31 

(－) 
億円  

1) 「緊急時における海上保安庁長官の指示等に基づく確実な排出油等の防除措置の実施」
等必要な枠組みを維持した上で、国により指定された法人の業務として実施。 

 

181 
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勧告の方向性の主な指摘事項 頁 

厚
生
労
働
省 

国立健康 ・
栄養研究所 

・国民の健康の保持増進
及び栄養に関する研究 

・健康増進法の規定に基
づく国民健康・栄養調査
の集計事務、特別用途
表示の許可等に係る試
験及び収去食品の試験 

46人 
8 

(7) 
億円 

1) 健康増進法に基づく特別用途食品の試験については、民間の登録試験機関を積極的に活
用することとし、研究所は検査方法の標準化、検査精度の維持・管理に重点化。 

2) 栄養情報担当者（ＮＲ）認定制度については、研究所の業務としては早期に廃止すると
ともに、要員を合理化。 

3) 医薬基盤研究所、労働安全衛生総合研究所との統合に関し結論を得るに当たっては、具
体的なメリット及びデメリットの慎重な検討が必要。 

63 

 
労働安全衛
生総合研究
所 

・事業場の災害予防並び
に労働者の健康増進及
び職業性疾病に関する
研究 

111
人 

24 
(23) 
億円 

1) 労働災害の防止等の課題に的確に対応するため、実際の労働現場に研究者自らがより積
極的に足を運び、現場の抱える課題や問題点、職場環境を見聞した上で、研究課題等の選
定に的確に反映。 

2) 研究成果については、労働安全衛生関係法令等への反映度合い、労働災害の減少度合い
など具体的な数値で目標を示し、その達成度を厳格に評価。 

3) 国立健康・栄養研究所、医薬基盤研究所との統合に関し結論を得るに当たっては、具体
的なメリット及びデメリットの慎重な検討が必要。 

67 

防
衛
省 

駐留軍等労
働者労務管
理機構 （注
３） 

・駐留軍等労働者の雇入
れ、提供及び労務管理
の実施に関する業務 

・駐留軍等労働者の給
与の支給に関する業務 

・駐留軍等労働者の福利
厚生の実施に関する業
務 

327
人 

35 
(35) 
億円 

1) 労務管理等業務について、徹底した効率化を行い、要員を大幅に縮減。あわせて、現在
の業務実施体制をゼロベースで見直し、国自ら実施することを含め、最適な業務実施体制
についての結論をできる限り早期に得て、所要の措置。 

2) 大田区蒲田と横浜市に分散している本部機能について、業務の効率化、経費の節減を図
る観点から早期に集約化。 

3) 旧コザ支部の土地等については、改正独法通則法に則して国庫納付。（平成 21 年度簿価
81 百万円（土地）） 

4) 機構の各支部・分室については、保有資産の有効活用等の観点から、近傍に所在する防
衛事務所庁舎への入居などを検討。 

195 

 
(注１) 常勤職員数（任期付きの常勤職員を含む。）は平成 22 年１月現在。 
(注２） Ｈ22 予算は当初予算ベースの 22 年度計画における支出予算の総額（他勘定への繰入れを含む。）。また、括弧内は、そのうち国の財政支出である。なお、国の財政支

出は「平成 22 年度予算及び財政投融資計画の説明」（財務省主計局・理財局）による。 
(注３) 役職員に国家公務員の身分を与えている独立行政法人（特定独法）。 
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（参考） 政策評価・独立行政法人評価委員会について

政策評価・独立行政法人評価委員会（政独委）は、総務省に設
置されている審議会です。

独立行政法人の評価や見直しに関しては、通常の審議会と異
なり、大臣からの諮問を受けて審議・答申するのではなく、委員
会自らが主体となって評価活動や勧告などを行います。

政独委の下に、政策評価分科会と独立行政法人評価分科会が
設置されており、独立行政法人の見直しは後者が担当していま
す。さらに、独立行政法人評価分科会の下には、５つの府省別
ワーキング・グループが置かれています。

政策評価・独立行政法人評価委員会

〔平成22年9月現在〕 

 

政策評価・独立行政法人評価委員会委員名簿 

委員長 岡
おか

 素之
もとゆき

 住友商事㈱代表取締役会長 

【独立行政法人評価分科会】 【政策評価分科会】 

委員長代理 
分科会長 富田

とみた

 俊基
と し き

 中央大学法学部教授 分科会長 金本
かねもと

 良嗣
よしつぐ

 
東京大学大学院経済学研究科・
公共政策大学院教授 

委  
員 

樫谷
かしたに

 隆夫
たかお

 公認会計士・税理士 

委  
員 

藤井
ふ じ い

 眞理子
ま り こ

 
東京大学先端科学技術研究セン
ター教授 

黒田
く ろ だ

 玲子
れいこ

 
東京大学大学院総合文化研究科

教授 森泉
もりいずみ

 陽子
よ う こ

 神奈川大学経済学部教授 

森泉
もりいずみ

 陽子
よ う こ

 神奈川大学経済学部教授   

臨
時
委
員 

縣
あがた

 公
こう

一郎
いちろう

 早稲田大学政治経済学術院教授 

臨
時
委
員
・専
門
委
員 

                （略） 

浅羽
あさば

 隆史
たかし

 白鴎大学法学部教授 

阿曽
あ そ

沼
ぬま

 元博
もとひろ

 
国際医療福祉大学国際医療福祉
総合研究所教授 

荒
あら

張
はり

 健
けん

 公認会計士 

稲継
いなつぐ

 裕昭
ひろあき

 
早稲田大学大学院公共経営研究
科教授 

梅里
うめさと

 良
よし

正
まさ

 日本大学医学部准教授 

岡本
おかもと

 義
よし

朗
あき

 
三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング
㈱政策研究事業本部主席研究員 

 

  

梶川
かじかわ

 融
とおる

 
太陽ＡＳＧ有限責任監査法人総括
代表社員（ＣＥＯ）   

河野
かわの

 正男
ま さ お

 横浜国立大学名誉教授   

河村
かわむら

 小百合
さ ゆ り

 
㈱日本総合研究所調査部主任研
究員   

木村
き む ら

 琢
たく

麿
まろ

 
千葉大学大学院専門法務研究科
教授   

黒川
くろかわ

 行治
ゆきはる

 慶應義塾大学商学部教授   

黒田
く ろ だ

 壽二
と し じ

 金沢工業大学学園長・総長   

鈴木
すずき

 豊
ゆたか

 
青山学院大学大学院教授 
会計プロフェッション研究科長   

髙
たか

木
ぎ

 佳子
よ し こ

 弁護士   

田渕
たぶち

 雪子
ゆ き こ

 ㈱三菱総合研究所主席研究員   

玉井
たまい

 克
かつ

哉
や

 
東京大学先端科学技術研究センタ
ー教授   

野口
の ぐ ち

 貴公美
き く み

 中央大学法学部教授   

松田
まつだ

 美幸
みゆき

 
学校法人麻生塾法人本部ディレク
ター   

宮本
みやもと

 幸
こう

始
じ

 
日本ユーティリティサブウェイ(株) 
代表取締役社長   

山本
やまもと

 清
きよし

 
国立大学財務・経営センター研究部教授 

東京大学大学院教育学研究科教授   

山谷
や ま や

 清
きよ

志
し

 同志社大学政策学部教授   

（中期目標の期間の終了時の検討）
第三十五条 主務大臣は、独立行政法人の中期目標の期間の終了時にお
いて、当該独立行政法人の業務を継続させる必要性、組織の在り方その他
その組織及び業務の全般にわたる検討を行い、その結果に基づき、所要の
措置を講ずるものとする。

３ 審議会は、独立行政法人の中期目標の期間の終了時において、当該独
立行政法人の主要な事務及び事業の改廃に関し、主務大臣に勧告するこ
とができる。

独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）

（総務省の政策評価・独立行政法人評価委員会）
第一条 独立行政法人通則法（以下「通則法」という。）第三十二条第三項（日
本私立学校振興・共済事業団法（平成九年法律第四十八号）第二十六条、
国立大学法人法（平成十五年法律第百十二号）第三十五条及び総合法律
支援法（平成十六年法律第七十四号）第四十八条において準用する場合を
含む。）の政令で定める審議会は、総務省の政策評価・独立行政法人評価
委員会とする。

独立行政法人の組織、運営及び管理に係る共通的
な事項に関する政令（平成12年政令第316号）
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委員会審議

委員による現地視察



［本件連絡先］

総務省行政評価局 独立行政法人担当評価監視官室

TEL
FAX
E-mail

評 価 監 視 官

評 価 監 視 官

総括評価監視調査官

：

：

：

横 山 均

平 池 栄 一

大 野 卓

よこ やま ひとし

ひら いけ えい いち

おお の たく

： ０３－５２５３－５４４４、５４４６

： ０３－５２５３－５４４３

： dokuhyouka@soumu.go.jp
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※結果報告書等は、総務省ホームページに掲載しています。
http://www.soumu.go.jp/menu news/s-news/37763.html

http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/37763.html�

